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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２  第18期中から半期報告書を提出しております。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、第16期については、新株引受権の残高はありますが、

       当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第17期及び第18期中

       については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。 

５ 当社は平成18年８月26日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) ― ― 5,342,508 8,718,036 10,112,151

経常利益 (千円) ― ― 1,019,633 1,656,506 1,817,437

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 520,876 983,592 1,048,963

純資産額 (千円) ― ― 6,499,928 2,439,129 6,134,308

総資産額 (千円) ― ― 12,223,674 9,885,337 11,154,537

１株当たり純資産額 (円) ― ― 125,789.64 598,419.27 118,714.00

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― 10,080.25 251,603.39 23,173.82

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 53.2 24.7 55.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △4,457,895 2,193,460 △170,091

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △427,445 △146,287 △31,406

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 2,044,981 △355,524 1,489,423

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 852,890 2,405,325 3,693,251

従業員数 (名) ― ― 216 191 205



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第18期中から半期報告書を提出しております。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、第16期については、新株引受権の残高はありますが、

       当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第17期及び第18期中

       については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。 

５ 当社は平成18年８月26日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

６ 第17期の１株当たり配当額には、ジャスダック証券取引所への上場記念配当1,000円が含まれております。 

  

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) ― ― 5,342,508 8,718,036 10,112,151

経常利益 (千円) ― ― 1,020,035 1,647,646 1,817,290

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 523,073 978,334 1,064,297

資本金 (千円) ― ― 1,684,420 316,500 1,684,420

発行済株式総数 (株) ― ― 51,673 4,030 51,673

純資産額 (千円) ― ― 6,444,904 2,365,075 6,077,088

総資産額 (千円) ― ― 12,174,293 9,794,735 11,120,231

１株当たり純資産額 (円) ― ― 124,724.81 580,415.82 117,606.66

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― 10,122.76 250,614.42 23,512.59

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 15,000 3,000

自己資本比率 (％) ― ― 52.9 24.1 54.6

従業員数 (名) ― ― 162 138 153



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

当中間連結会計期間において、主要な関係会社について異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社及び連結子会社(以下「当社グループ」という。)は単一の事業形態でありますので、事業部門等

の区分による記載を行っておりません。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。なお、労使関係は円滑に推移しております。 

  

従業員数(名)

全社共通 216

合計 216

従業員数(名) 162



第２ 【事業の状況】 

 当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速に対する懸念材料があったものの、大企

業を中心とした製造業の輸出関連製品などに牽引され、好調に推移してまいりました。  

 一方、当社グループの主要顧客が属するデジタル家電を中心とした市場においては、厳しい価格競争

の中で、フラットパネルテレビの大画面化、高画質化、薄型化など、製品の高付加価値化による差別化

の動きも活発となり、積極的な設備投資を促す状況下で推移いたしました。  

 このような事業環境のもと、当社グループはフラットパネルテレビの大型化への対応など、お客様の

要望に即したカスタム化生産システムを提供してまいりました。  

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は53億4千2百万円と、堅調に推移しました。また、利益面に

おきましても、営業利益が10億9百万円、経常利益が10億1千9百万円、中間純利益が5億2千万円となり

ました。今後ともコスト削減及び製品性能向上による、コストパフォーマンスの向上に取り組んでまい

ります。 

  

当社グループは、単一の事業形態であるため、事業の種類別セグメントの業績は区分・集計しており

ませんが、売上高を製品別に区分いたしますと、フラットパネルディスプレイ（以下「FPD」とい

う。）関連装置では49億2千8百万円（構成比92.2％）、半導体関連装置他では4億1千4百万円（構成比

7.8％）の結果となりました。 

 また、所在地別セグメントの業績につきましては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び

在外支店がないため、記載しておりません。 
  
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当社グループ事業の財政状態及びキャッシュ・フローの状況に関する特徴は次のとおりであります。

 ・当社グループの事業はカスタマイズ製品の受注生産であり、製品在庫を保有しておりません。  

  設計・製造から据付調整までの期間は平均的には４～５ケ月でありますが、これを大きく超え 

  る場合もあります。生産に要する資材等は受注した物件ごとに手配・調達・生産に投入してお 

  ります。また、仕入債務は当社所定の条件によって支払っております。したがって、仕掛品残 

  高・仕入債務残高は物件の納期・生産スケジュールによって大きく増減します。 

 ・当社の売上債権残高は、物件の引渡時期と回収条件に大きく左右されます。大型物件の場合に 

  は着工から売上代金の回収までに１年を超えることもあり、多額の運転資金が必要となりま   

  す。  

  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べて28億4千万円減少し、8億5千2百万円となりました。 

  当中間連結会計期間における、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 
  

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 



  営業活動の結果、使用した資金は44億5千7百万円となりました。これは、主に税金等調整前 

  中間純利益8億9千3百万円に対し、売上債権の増加40億7千9百万円、たな卸資産の減少5億9千3 

  百万円、仕入債務の減少15億4千4百万円によるものであります。   

  

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 

  投資活動の結果、使用した資金は4億2千7百万円となりました。これは主に有形固定資産の 

  取得であり、第三工場の増築工事等に伴う支出であります。   

  

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 

  財務活動の結果、獲得した資金は20億4千4百万円となりました。これは、コミットメントラ 

  イン契約に基づく短期借入金の増加による収入22億円及び配当金の支払による支出1億5千5百 

  万円であります。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間における生産実績、受注実績及び販売実績は次のとおりであります。 

なお、当社グループは、単一の事業形態でありますので、製品区分別に記載しております。 

  

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

製品区分 生産高(千円)

FPD関連装置 3,993,140

半導体関連装置他 585,978

合計 4,579,118

製品区分 受注高(千円) 受注残高(千円)

FPD関連装置 4,870,752 9,941,154

半導体関連装置他 758,005 817,184

合計 5,628,757 10,758,339

製品区分 販売高(千円)

FPD関連装置 4,928,076

半導体関連装置他 414,432

合計 5,342,508

相手先
当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

松下プラズマディスプレイ㈱ 3,976,137 74.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループはFPDのモジュール実装工程で利用される、ACF(異方性導電フィルム)貼付装置、熱圧着装

置を中心とした実装装置を、顧客であるFPD製造メーカーに提供しております。この分野では、搭載スピ

ードの高速化や搭載位置精度の向上が求められております。また、ICカード、ICタグを含む半導体関連の

分野では、上記の要求に加え、0.4mm角程度の小チップの搭載となるため、低推力での加圧制御が重要と

なります。 

このため、当社グループの研究開発活動は、このような性能向上の要求を自社開発で実現し、開発され

た要素技術を当社製品に搭載する応用開発が主となっております。 

当中間連結会計期間においては、以下に示す画像処理の高精度化、高速化や超低荷重加圧技術の研究開

発を実施し、当社グループの製品に適用展開を図りました。 
  
［FPD関連装置分野］ 

当社グループが開発、製造及び販売する実装装置は、より高精度の搭載精度が要求されます。このた

め、機械的精度の向上に加えて、重要となる画像処理の高精度化や認識率の向上が必要となります。 

また、実装装置にはスループットの向上やタクトタイムの短縮等、高速化も要求されます。 

このため、以下の研究開発に重点を置いて推進しております。 

① 画像処理高精度化と検査装置への展開 

・高精度パターン認識技術の開発とACF粒子計測装置への適用 

② 画像処理の高速化 

・静止状態でのカメラ認識マーク撮像方式から移動体認識方式への採用による高速化 

・高速通信制御のための高速化プロトコル開発による通信速度の高速化 

当中間連結会計期間においては、上記の開発技術をまず当社のFCB(フリップチップボンダー)装置に

適用いたしました。今後、順次COG(チップオンガラス)実装装置などに展開を図る予定であります。 

［半導体関連装置分野］ 

低推力での加圧に必要とされるトルク制御の高精度化や、実装速度の高速化がますます必要となってお

り、以下の研究開発を推進しております。 

・高速サーボ制御回路及び高速サーボソフト開発による高速化 

・トルク計測値の量子化精度、分解能の向上及び新圧着ヘッド構造を開発しての摺動抵抗低減によ

る、低推力の加圧制御 

・VCM(ボイスコイルモータ)を使用し、極薄のウェハーを高速に低ストレスでピックアップするVCMフ

リップチップ技術の開発 

  
これらの技術開発は、各種装置を具現化するための要素技術開発であり、個別オーダー対応で発生する

カスタム開発に係る費用であることが多く、その場合には製造原価として処理しております。ただし、製

造原価のうちの研究開発部分を特定することは困難であるため、研究開発費を区分集計しておりません。

一方、個別オーダーに対応しない研究開発費は一般管理費に集計しており、当中間連結会計期間の計上額

は５百万円であります。 



 なお、連結子会社は生産子会社であり、特にテーマを掲げた研究開発活動は行っておりません。 
  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末に計画していた工場の新設計画及び既存工場の改修計画は、当社テクニカル 

 センター近隣地区に適当な用地を確保することが困難となったため、平成19年４月20日開催の取 

 締役会において、当社第三工場に隣接する既存の駐車場用地に工場を増設する計画に変更し、当 

 中間連結会計期間に完了しました。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ 

 ん。 

  

  

  

  

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容
変更後の

投資予定金額
(千円)

投資額
(千円)

完了年月
完成後の 
増加能力

提出会社
テクニカル 
センター 

(埼玉県入間市)
第三工場増設 410,000 385,170 平成19年9月

生産スペース 
拡張(51%増)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 151,200

計 151,200

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,673 51,673
ジャスダック
証券取引所

―

計 51,673 51,673 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を切り捨てて表示しております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 51,673 ― 1,684,420 ― 1,597,920

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

大崎電気工業株式会社 東京都品川区東五反田二丁目２番７号 27,940 54.07

遠 藤 健 二 埼玉県入間市 1,750 3.38

渡 邊 佳 英 東京都港区 1,450 2.80

岩 堀 弘 佳 東京都品川区 1,010 1.95

ザチェースマンハッタンバンク 

エヌエイロンドン 

(常任代理人株式会社みずほコーポ 

 レート銀行兜町証券決済業務室)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

969 1.87

土 屋 敏 雄 埼玉県比企郡吉見町 810 1.56

松 川 俊 英 石川県金沢市 800 1.54

諸 藤 好 寿 東京都日野市 760 1.47

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 681 1.31

大崎エンジニアリング 
従業員持株会

埼玉県入間市狭山ケ原326番地 505 0.97

計 ― 36,675 70.97



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 51,673 51,673 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 51,673 ― ―

総株主の議決権 ― 51,673 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 571,000 566,000 488,000 441,000 400,000 286,000

最低(円) 381,000 374,000 402,000 385,000 252,000 174,000



３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

該当事項はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(3) 当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人原会計事務所により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 852,890 3,693,251

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※３ 5,256,316 1,177,224

 ３ たな卸資産 3,571,702 4,164,792

 ４ その他 167,827 101,709

 ５ 貸倒引当金 △42,020 △9,040

    流動資産合計 9,806,717 80.2 9,127,936 81.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 1,183,455 819,020

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

38,960 12,742

  (3) 土地 1,013,925 1,013,925

  (4) 建設仮勘定 ― 16,137

  (5) その他 22,123 2,258,464 18.5 11,429 1,873,256 16.8

 ２ 無形固定資産 14,071 0.1 6,029 0.1

 ３ 投資その他の資産 144,421 1.2 147,316 1.3

    固定資産合計 2,416,957 19.8 2,026,601 18.2

    資産合計 12,223,674 100.0 11,154,537 100.0



 
  

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※３ 2,506,543 4,051,035

 ２ 短期借入金 2,200,000 ―

 ３ 未払法人税等 449,829 378,085

 ４ 賞与引当金 85,583 71,152

 ５ 役員賞与引当金 ― 26,800

 ６ 製品保証引当金 90,571 ―

 ７ その他 226,443 338,145

    流動負債合計 5,558,971 45.5 4,865,218 43.6

Ⅱ 固定負債

   役員退職慰労 
   引当金

164,775 155,010

    固定負債合計 164,775 1.3 155,010 1.4

    負債合計 5,723,746 46.8 5,020,229 45.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,684,420 13.8 1,684,420 15.1

 ２ 資本剰余金 1,597,920 13.1 1,597,920 14.3

 ３ 利益剰余金 3,217,288 26.3 2,851,430 25.6

    株主資本合計 6,499,628 53.2 6,133,771 55.0

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

299 0.0 537 0.0

    評価・換算 
    差額等合計

299 0.0 537 0.0

    純資産合計 6,499,928 53.2 6,134,308 55.0

    負債純資産合計 12,223,674 100.0 11,154,537 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度

要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,342,508 100.0 10,112,151 100.0

Ⅱ 売上原価 3,963,553 74.2 7,589,245 75.1

    売上総利益 1,378,955 25.8 2,522,906 24.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 369,817 6.9 635,449 6.3

    営業利益 1,009,137 18.9 1,887,456 18.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 39 453

 ２ 受取配当金 78 144

 ３ 受取助成金 5,944 5,924

 ４ 外形標準事業税還付金 ― 3,019

 ５ その他 9,683 15,745 0.3 9,016 18,557 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,719 20,741

 ２ コミットメント 
   ライン費用

2,530 22,619

 ３ 公開関連費用 ― 20,036

 ４ その他 ― 5,249 0.1 25,178 88,576 0.9

    経常利益 1,019,633 19.1 1,817,437 18.0

Ⅵ 特別利益

   貸倒引当金戻入益 ― ― ― 7,319 7,319 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 4,456 158

 ２ 過年度製品保証 
   引当金繰入額

121,345 ―

 ３ その他 9 125,811 2.4 ― 158 0.0

    税金等調整前 
    中間(当期) 
    純利益

893,822 16.7 1,824,598 18.0

    法人税、住民税 
    及び事業税

439,075 746,295

    法人税等調整額 △66,130 372,945 7.0 29,339 775,635 7.7

    中間(当期) 
    純利益

520,876 9.7 1,048,963 10.4



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本
評価・換算 

差額等
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証券 
評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 2,851,430 6,133,771 537 6,134,308

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △155,019 △155,019 △155,019

 中間純利益 520,876 520,876 520,876

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△238 △238

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― 365,857 365,857 △238 365,619

平成19年９月30日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 3,217,288 6,499,628 299 6,499,928

株主資本
評価・換算 

差額等
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 316,500 230,000 1,890,417 2,436,917 2,211 2,439,129

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,367,920 1,367,920 2,735,840 2,735,840

 剰余金の配当(注) △60,450 △60,450 △60,450

 役員賞与(注) △27,500 △27,500 △27,500

 当期純利益 1,048,963 1,048,963 1,048,963

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△1,674 △1,674

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

1,367,920 1,367,920 961,013 3,696,853 △1,674 3,695,178

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 2,851,430 6,133,771 537 6,134,308



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

893,822 1,824,598

 ２ 減価償却費 35,171 57,448

 ３ 貸倒引当金の増減額 
   (△は減少)

32,979 △7,319

 ４ 賞与引当金の増減額 
   (△は減少)

14,431 △8,947

 ５ 役員賞与引当金の増減額 
   (△は減少)

△26,800 26,800

 ６ 製品保証引当金の増減額 
   (△は減少)

90,571 ―

 ７ 役員退職慰労引当金の 
   増減額(△は減少)

9,765 17,325

 ８ 受取利息及び受取配当金 △118 △597

 ９ 支払利息 2,719 20,741

 10 株式交付費 ― 19,140

 11 固定資産除却損 4,456 158

 12 売上債権の増減額 
   (△は増加)

△4,079,092 △49,869

 13 たな卸資産の増減額 
   (△は増加)

593,090 △68,370

 14 仕入債務の増減額 
   (△は減少)

△1,544,491 118,397

 15 未払消費税等の増減額 
   (△は減少)

△100,353 245,630

 16 前受金の増減額 
   (△は減少)

△5,554 △1,445,783

 17 役員賞与の支払額 ― △27,500

 18 その他 △19,861 62,731

    小計 △4,099,266 784,585

 19 利息及び配当金の受取額 118 597

 20 利息の支払額 ― △20,255

 21 法人税等の支払額 △358,747 △935,018

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△4,457,895 △170,091

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 有形固定資産の取得 
   による支出

△423,630 △21,134

 ２ 無形固定資産の取得 
   による支出

△9,247 ―

 ３ 投資有価証券の取得 
   による支出

△671 △1,331

 ４ 貸付金の回収による収入 153 598

 ５ その他 5,949 △9,539

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△427,445 △31,406



 
  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 短期借入金の純増減額 
   (△は減少)

2,200,000 △300,000

 ２ 長期借入金の返済による 
   支出

― △866,826

 ３ 株式の発行による収入 ― 2,716,699

 ４ 配当金の支払額 △155,019 △60,450

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

2,044,981 1,489,423

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額(△は減少)

△2,840,360 1,287,925

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,693,251 2,405,325

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

852,890 3,693,251



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

     連結子会社の数  １社

   連結子会社の名称 

   ㈱オー・イー・シー金沢

    当社の子会社は、㈱オー・

イー・シー金沢１社であり、

非連結子会社はありません。

１ 連結の範囲に関する事項 

  同左

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社及び関連会社はあ

りません。

２ 持分法の適用に関する事項 

  同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの

      中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時

価法によっております。

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定しております。)

      連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価法

によっております。(評価

差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。)

  ② たな卸資産

   ａ 原材料

        移動平均法による原価法 

      によっております。

  ② たな卸資産

   ａ 原材料

     同左

   ｂ 仕掛品

        個別法による原価法によ 

      っております。

   ｂ 仕掛品

     同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付属

設備は除く。）については定

額法によっております。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    同左

  ② 無形固定資産

    定額法によっております。

    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

  ② 無形固定資産 

    同左



当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ③ 長期前払費用

    定額法によっております。

    なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

  ③ 長期前払費用 

    同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    同左

  ② 賞与引当金

    従業員賞与の支払に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。

  ② 賞与引当金 

    同左

  ③ ―   ③ 役員賞与引当金 

    役員賞与の支払に充てるた

      め、支給見込額に基づき計上 

   しております。

  ④ 製品保証引当金 

    製品のアフターサービス等 

   に対する費用の支出に備える 

   ため、過去の支出実績に基づ 

   き将来の支出見込額を計上し 

   ております。

  ④ ―

  ⑤ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。

  ⑤ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   同左

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理 

    同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ケ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  同左



  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（製品保証引当金の新設）

従来、売上製品のアフターサービ

ス等に関する費用については、支

出時の費用として処理しておりま

したが、当中間連結会計期間から

過去の支出実績を基準にして算出

した見積額を製品保証引当金とし

て計上する方法に変更しておりま

す。 

 この変更は、過年度の実績デー

タが整備され蓄積されてきたこと

から、期間損益のより適切な把握

と財政状態の健全化を図るために

実施したものであります。 

 この変更により、従来と同一の

基準によった場合に比べ、売上総

利益、営業利益及び経常利益は、

それぞれ30,774千円増加し、税金

等調整前中間純利益は、90,571千

円減少しております。

 

（減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間から、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しており

ます。 

 これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ1,787千円減少してお

ります。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

 関する会計基準等)

当連結会計年度から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

 従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、6,134,308千円であ

ります。 

 なお、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。

(役員賞与に関する会計基準の適用)

当連結会計年度から、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用してお

ります。この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利益及び

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 が、

26,800千円減少しております。



(追加情報) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（既存資産の残存簿価の処理方法

 の変更）

当中間連結会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達し

た期の翌期から、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ532千円減少しておりま

す。

 

―



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

698,320千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

667,661千円

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。当中間連結会計

期間末における貸出コミットメ

ント契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。当連結会計年度

末における貸出コミットメント

契約に係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。

貸出コミット 
メントの総額

3,000,000千円

借入実行残高 2,200,000 〃

差引額 800,000千円

貸出コミット
メントの総額

3,000,000千円

借入実行残高 ―  

差引額 3,000,000千円

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

受取手形 65,877千円

支払手形 461,634 〃  

※３ 連結会計年度末日満期手形の 

 会計処理については、手形交換 

 日をもって決済処理しておりま 

 す。 

  なお、当連結会計年度末日が 

 金融機関の休日であったため、 

 次の連結会計年度末日満期手形 

 が、当連結会計年度末残高に含 

 まれております。 

  受取手形   129,360千円 

  支払手形   452,305 〃 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりであ

ります。

役員報酬 71,310千円

従業員給料 
手当・賞与

67,948 〃

役員退職慰労 
引当金繰入額

9,765 〃

賞与引当金 
繰入額

14,920 〃

研究開発費 5,613 〃

貸倒引当金 
繰入額

32,979 〃

  

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりであ

ります。

役員報酬 134,583千円

従業員給料
手当・賞与

145,835 〃

役員退職慰労
引当金繰入額

17,325 〃

賞与引当金
繰入額

12,049 〃

役員賞与引当
金繰入額

26,800 〃

研究開発費 12,517 〃
 

※２ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

構築物 4,420千円

車両運搬具 35 〃

 合 計 4,456千円

 

※２ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

工具器具及び
備品

158千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 
  

 
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 
  

 
  

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 平成18年８月15日付 新株引受権の権利行使による増加       330株 

 平成18年８月26日付 株式分割による増加(株式１株につき10株)  39,240株 

 平成18年11月19日付 公募増資による増加             7,500株 

 平成18年12月19日付 有償第三者割当増資による増加        573株 

  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

 
  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 51,673 ― ─ 51,673

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 155,019 3,000 平成19年3月31日 平成19年6月28日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,030 47,643 ─ 51,673

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年6月20日 
定時株主総会

普通株式 60,450 15,000 平成18年3月31日 平成18年6月20日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 155,019 3,000 平成19年3月31日 平成19年6月28日



  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 852,890千円

 現金及び 
 現金同等物

852,890千円

  

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金 3,693,251千円

 現金及び 
 現金同等物

3,693,251千円

 



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円)

 機械装 
 置及び 
 運搬具

17,824 9,306 8,518

 工具器 
 具及び 
 備品

25,960 7,865 18,094

 ソフト 
 ウェア

32,124 10,757 21,366

 合計 75,909 27,929 47,979

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

 機械装 
 置及び 
 運搬具

12,982 7,026 5,956

 工具器 
 具及び 
 備品

25,960 5,419 20,540

 ソフト 
 ウェア

27,312 7,545 19,766

 合計 66,255 19,991 46,263

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 15,510千円

１年超 32,468 〃

合計 47,979千円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 14,267千円

１年超 31,995 〃

合計 46,263千円

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 7,937千円

減価償却費 
相当額

7,937 〃

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 12,411千円

減価償却費
相当額

12,411 〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

時価のある有価証券 

  

 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

時価のある有価証券 

  

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

    デリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

    当連結会計年度末において残高がないため該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

① 株式 9,390 9,894 504

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 9,390 9,894 504

その他有価証券
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

① 株式 8,718 9,624 906

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 8,718 9,624 906



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社グループは単一事業形態であるため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは単一事業形態であるため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア・・・中国 

その他・・・フランス、チェコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア・・・中国、韓国、台湾 

その他・・・フランス、チェコ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 455,578 17,040 472,618

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 5,342,508

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.5 0.3 8.8

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 2,455,637 202,454 2,658,091

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 10,112,151

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

24.3 2.0 26.3



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 125,789円64銭

 
１株当たり純資産額 118,714円00銭

 
１株当たり中間純利益 10,080円25銭

 
１株当たり当期純利益 23,173円82銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結(連結)損益計算書
上の中間(当期)純利益 
(千円)

520,876 1,048,963

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(千円)

520,876 1,048,963

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ―

普通株式の期中平均株式数
(株)

51,673 45,265

項目
当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,499,928 6,134,308

純資産の部の合計額から控除
する金額(千円)

― ―

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額(千円)

6,499,928 6,134,308

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の
普通株式の数(株)

51,673 51,673

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
― 

 
―



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 761,280 3,639,503

 ２ 受取手形 ※４ 291,887 270,059

 ３ 売掛金 4,964,429 907,164

 ４ たな卸資産 3,579,934 4,147,648

 ５ その他 299,896 240,264

   貸倒引当金 △42,700 △9,600

   流動資産合計 9,854,727 80.9 9,195,039 82.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 1,123,157 751,203

  (2) 土地 915,195 915,195

  (3) 建設仮勘定 ― 16,137

  (4) その他 54,914 21,866

   有形固定資産合計 2,093,267 17.2 1,704,403 15.3

 ２ 無形固定資産 12,126 0.1 3,863 0.0

 ３ 投資その他の資産 214,171 1.8 216,925 2.0

   固定資産合計 2,319,565 19.1 1,925,192 17.3

   資産合計 12,174,293 100.0 11,120,231 100.0



 
  

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 2,075,349 3,292,730

 ２ 買掛金 478,378 826,420

 ３ 短期借入金 2,200,000 ―

 ４ 未払法人税等 447,730 382,109

 ５ 賞与引当金 69,608 55,650

 ６ 役員賞与引当金 ― 26,000

 ７ 製品保証引当金 90,571 ―

 ８ その他 ※２ 202,975 305,222

   流動負債合計 5,564,612 45.7 4,888,132 44.0

Ⅱ 固定負債

   役員退職慰労 
   引当金

164,775 155,010

   固定負債合計 164,775 1.4 155,010 1.4

   負債合計 5,729,388 47.1 5,043,142 45.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,684,420 13.8 1,684,420 15.1

 ２ 資本剰余金

      資本準備金 1,597,920 1,597,920

    資本剰余金合計 1,597,920 13.1 1,597,920 14.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 12,000 12,000

  (2) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 2,510,000 1,660,000

    繰越利益剰余金 640,265 1,122,211

    利益剰余金合計 3,162,265 26.0 2,794,211 25.1

   株主資本合計 6,444,605 52.9 6,076,551 54.6

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

299 0.0 537 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

299 0.0 537 0.0

   純資産合計 6,444,904 52.9 6,077,088 54.6

   負債純資産合計 12,174,293 100.0 11,120,231 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,342,508 100.0 10,112,151 100.0

Ⅱ 売上原価 3,983,140 74.6 7,635,106 75.5

   売上総利益 1,359,367 25.4 2,477,045 24.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

349,816 6.5 589,301 5.8

   営業利益 1,009,551 18.9 1,887,743 18.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 15,733 0.3 18,123 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 5,249 0.1 88,576 0.9

   経常利益 1,020,035 19.1 1,817,290 18.0

Ⅵ 特別利益 ※３ ― 6,760 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 125,766 2.4 158 0.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

894,269 16.7 1,823,892 18.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

437,375 746,095

   法人税等調整額 △66,179 371,196 6.9 13,499 759,595 7.5

   中間(当期)純利益 523,073 9.8 1,064,297 10.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 12,000 1,660,000 1,122,211 2,794,211 6,076,551

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △155,019 △155,019 △155,019

 別途積立金の積立 850,000 △850,000 ― ―

 中間純利益 523,073 523,073 523,073

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― 850,000 △481,945 368,054 368,054

平成19年９月30日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 12,000 2,510,000 640,265 3,162,265 6,444,605

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) 537 6,077,088

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △155,019

 別途積立金の積立 ―

 中間純利益 523,073

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△238 △238

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△238 367,816

平成19年９月30日残高(千円) 299 6,444,904



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 316,500 230,000 12,000 810,000 994,363 1,816,363 2,362,863

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,367,920 1,367,920 2,735,840

 剰余金の配当(注) △60,450 △60,450 △60,450

 役員賞与(注) △26,000 △26,000 △26,000

 別途積立金の積立(注) 850,000 △850,000 ― ―

 当期純利益 1,064,297 1,064,297 1,064,297

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 1,367,920 1,367,920 ― 850,000 127,847 977,847 3,713,687

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 12,000 1,660,000 1,122,211 2,794,211 6,076,551

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 2,211 2,365,075

事業年度中の変動額

 新株の発行 2,735,840

 剰余金の配当(注) △60,450

 役員賞与(注) △26,000

 別途積立金の積立(注) ―

 当期純利益 1,064,297

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△1,674 △1,674

事業年度中の変動額合計(千円) △1,674 3,712,013

平成19年３月31日残高(千円) 537 6,077,088



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式

   移動平均法による原価法に 

  よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

    同左

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は、全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は、全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

 (2) たな卸資産 

  ① 原材料

   移動平均法による原価法に 

  よっております。

 (2) たな卸資産 

  ① 原材料 

    同左

  ② 仕掛品

      個別法による原価法によっ 

    ております。

  ② 仕掛品 

    同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付属

設備は除く。）については定額

法によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   同左 

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

 (2) 無形固定資産 

   同左

 (3) 長期前払費用

   定額法によっております。

   なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

 (3) 長期前払費用 

   同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左



 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 賞与引当金

   従業員賞与の支払に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

 (2) 賞与引当金 

   同左

 (3) ―  (3) 役員賞与引当金 

   役員賞与の支払に充てるた  

    め、支給見込額に基づき計上 

  しております。

 (4) 製品保証引当金 

   製品のアフターサービス等に

  対する費用の支出に備えるため 

  過去の支出実績に基づき将来の 

  支出見込額を計上しておりま 

  す。

 (4) ―

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法 

  同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

  消費税等の会計処理

   同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (製品保証引当金の新設）

従来、売上製品のアフターサービ

ス等に関する費用については、支

出時の費用として処理しておりま

したが、当中間会計期間から過去

の支出実績を基準にして算出した

見積額を製品保証引当金として計

上する方法に変更しております。 

 この変更は、過年度の実績デー

タが整備され蓄積されてきたこと

から、期間損益のより適正な把握

と財政状態の健全化を図るために

実施したものであります。 

 この変更により、従来と同一の

基準によった場合に比べ、売上総

利益、営業利益及び経常利益は、

それぞれ30,774千円増加し、税引

前中間純利益は、90,571千円減少

しております。

 

 

（減価償却方法の変更）

当中間会計期間から、法人税法の

改正に伴い、平成19年４月１日以

後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ1,787千円減少しております。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

 関する会計基準等)

当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、6,077,088千円であ

ります。 

 なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。

(役員賞与に関する会計基準の適用)

当事業年度から、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が、26,000千円減少

しております。



(追加情報) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（既存資産の残存簿価の処理方法

の変更）

 当中間会計期間から、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した

期の翌期から、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ48千円減少しております。

 

―



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

414,782千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

387,016千円

 

   

 

  

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２ ―

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。当中間会計期間

末における貸出コミットメント

契約に係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。当事業年度末に

おける貸出コミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。

 

貸出コミット 
メントの総額

3,000,000千円

借入実行残高 2,200,000 〃

差引額 800,000千円
 

貸出コミット 
メントの総額

3,000,000千円

借入実行残高  ―    

差引額 3,000,000千円

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形 65,877千円

支払手形 461,634 〃  
 

※４ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

   なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の

事業年度末日満期手形が、当事

業年度末残高に含まれておりま

す。

受取手形 129,360千円

支払手形 452,305 〃  



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1,319千円

受取配当金 78 〃

受取助成金  5,944 〃

保険返戻金 7,272 〃
  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1,415千円

受取配当金 144 〃

受取助成金 5,924 〃

外形標準事業
税還付金

3,019 〃

 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2,719千円

コミットメン
トライン費用

2,530 〃

 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 20,741千円

株式公開関連
費用

20,036 〃

株式交付費 19,140 〃

コミットメント
ライン費用

22,619 〃

 

 

※３ ―

  

※３ 特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金
戻入益

6,760千円

 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

過年度製品 
保証引当金 
繰入額

121,345千円

   

※４ ―

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 30,345千円

無形固定資産 984 〃

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 49,544千円

無形固定資産 801 〃



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円)

 車両運 
 搬具

17,824 9,306 8,518

 工具器 
 具及び 
 備品

25,960 7,865 18,094

 ソフト 
 ウェア

32,124 10,757 21,366

 合計 75,909 27,929 47,979

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

 車両運 
 搬具

12,982 7,026 5,956

 工具器 
 具及び 
 備品

25,960 5,419 20,540

 ソフト 
 ウェア

27,312 7,545 19,766

 合計 66,255 19,991 46,263

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 15,510千円

１年超 32,468 〃

合計 47,979千円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 14,267千円

１年超 31,995 〃

合計 46,263千円

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 7,937千円

減価償却費 
相当額

7,937 〃

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 12,411千円

減価償却費
相当額

12,411 〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左



(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 124,724円81銭

 
１株当たり純資産額 117,606円66銭

 
１株当たり中間純利益 10,122円76銭

 
１株当たり当期純利益 23,512円59銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。

項目
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益(損益)計算書上の
中間(当期)純利益(千円)

523,073 1,064,297

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(千円)

523,073 1,064,297

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ―

普通株式の期中平均株式数
(株)

51,673 45,265

項目
当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,444,904 6,077,088

純資産の部の合計額から 
控除する金額(千円)

― ―

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額(千円)

6,444,904 6,077,088

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の
普通株式の数(株)

51,673 51,673

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
― ―



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第17期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月10日

大崎エンジニアリング株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大崎エンジニアリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大崎エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間から、製品保証引当金を計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人 原会計事務所

代表社員
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

業務執行社員 公認会計士  六 本 木  浩  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月10日

大崎エンジニアリング株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大崎エンジニアリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第18期事

業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大崎エンジニアリング株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間

から、製品保証引当金を計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人 原会計事務所

代表社員
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

業務執行社員 公認会計士  六 本 木  浩  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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